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１ 田原市の状況

人口減少と少子高齢化が全国的に進展する中、 田原市では、 高

齢化による医療・ 介護ニーズに対し 、 診療所の減少や、 介護・ 医

療現場における担い手不足が深刻化し ています。

田原市市民意識調査報告書（ 平成 28 年 12 月） でも 、 健康福祉

部の施策のう ち、「 医療の充実」の重要度が最も高いと同時に満足

度が最も低いと いう 結果が出ており 、「 特に、事業の強化など改善

が求められます」 と さ れています。

２ 田原福祉専門学校についての調査及び評価

（１）介護福祉士養成学校としての調査

平成８ 年に開校し た介護福祉士養成校である田原福祉専門学校

は、これまでの 20 年間で約 1, 103 人の卒業生を輩出し 、そのう ち

209 人が市内の介護事業所等に就労し 、 地域の介護を支えてきま

し た。

し かし ながら 、定員割れと なる年度もあり 、平成 20 年度からは

定員を 80 名から 40 名に変更し たものの、平成 26・ 27 年度も定員

割れと なっています。 学生数の減少により 、 卒業時の市内事業所

への就職も近年では 10 名前後で推移し ています。

さ らに、 これまで卒業時に取得できていた介護福祉士の国家資

格が、平成 34 年度以降の養成施設卒業者については、国家試験に

合格すること を介護福祉士取得の要件とすると さ れており （ ※）、

国家試験に合格できる学生の確保が必要となり ます。

（ ※） 平成 29 年度から 33 年度までの５ 年間を、 義務化に向けた経過

期間と 位置づける。 この間の卒業者に与える介護福祉士資格は、 暫定的

に卒業後５ 年限り 。 ５ 年以内に国家試験に合格するか、 原則５ 年間続け

て現場で働く 事を条件に、 正式な資格と し て認める。
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田原福祉専門学校概要

学力 ・ 介護福祉士養成校には、偏差値やセンタ ー試験のよう な、

生徒の学力を示す共通の数値はない。

また、 これまでは卒業時に国家資格である介護福祉士の

資格が付与さ れていたため、 介護福祉士の合格率等も他

校と 比較するこ と はできない。
（ 参考）

・ 試験方法は作文試験と 面接試験による。

・ 平成 27 年度の卒業共通試験では、 390 校中 360 位。

学生の確保 ・ 少子化により 全職種で人の確保が課題と なるなか、 介護

職は、「 低賃金」「 重労働」 と いわれており 、 希望者が集

まらず、 慢性的な人材不足と なっている。

・ 定員割れは過去５ 度。定員変更前( H17～19 年度)に続き、

近年( H26・ 27 年度) も定数を割る傾向にある。

（ 過去 21 回出願者の倍率） （ 過去５ 年の倍率）

2. 0 倍以上 1 回（ 開校時）

1. 5 倍以上 4 回

1. 0 倍以上 11 回

0. 9 倍以下 5 回

H23 1. 30

H24 1. 08

H25 1. 00

H26 0. 70

H27 0. 58

学費 ２ 年間の学費等の目安

入学金 授業料 教科書代等 実習費 年次合計

1 年次 15 万円 48 万円 11 万円 4 万円 78 万円

2 年次 48 万円 9 万円 57 万円

合計 135 万円

入学者等 （ 人）

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

入 学者 27 32 46 44 45 38 37 27

留 年者 0 0 2 5 4 2 4 3

退 学者 1 4 2 6 6 6 5 4

卒 業者 51 25 29 37 39 40 33 34
※留年者は、 当該年次に留年が決定し 、 進級及び卒業ができない者

就職率 ・ ９ 割は福祉・ 介護分野へ就職。１ 割強は進学・ その他（ 介

護分野以外への就労等）。

福祉・ 介護分野への就労者のう ち、 卒業時に市内事業所

に就労するこ と が分かっているのは 23. 49％。

・ 20 年間で、約 1, 103 人の卒業生、 う ち 209 人が市内の事

業所等に就労し た。

・ 人材は全国的に不足し ており 、 求人は全国 300 社、 4000

人以上の募集がある。

コスト ・ 平成 8 年度～27 年度までの市からの一般会計繰入額：

12 億 1, 773 万 9, 000 円。

（ ただし 、ホームヘルパー研修の繰入金 1, 901 万 6, 000 円は

差し 引いた額。）

・ 卒業生 1 人当たり の経費： 110 万 4, 000 円

（ 人数： 1, 103 人）（ 千円未満切り 捨て）

・ 東三河地域に就職し た卒業生 1 人当たり の経費：

186 万 7, 000 円 （ 人数： 652 人）（ 千円未満切り 捨て）
（ 参考）

・ 医師確保修学資金は 1 人 1 か月当たり 25 万ないし 30 万円

1 人当たり 年額 300 万円ないし 360 万円
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（２）介護職員初任者研修実施機関としての調査

平成 11 年度から 、 訪問看護員（ ホームヘルパー） になるための

訪問介護員養成研修（ ※） を実施し 、 平成 27 年度までに 624 名が

修了し ています。

平成 25 年度からの３ 年間で、 研修修了者 52 名のう ち、 市内事

業所からの参加者は 14 名（ 26． 92％） で、 その他は家族の介護等

のための修了・ 市外福祉施設就労者の参加と されています。

（※）国の規定による。平成24年度まではホームヘルパー養成講座、

その後は介護職員初任者研修として実施。

（３）事業所からの評価

文教厚生委員会では、 平成 29 年 1 月に「 田原市議会文教厚生

委員会によるアンケート ・ 聞き取り 調査について（ 依頼）」（ 28 田

議第 430 号） と し て、 市内事業所及び運営主体に対し アンケート

及び聞き取り 調査を行いました。

田原福祉専門学校について、 ７ 割以上が、「 評価し ている」「 ま

あまあ評価し ている」 と 回答、 評価の理由は「 卒業生を採用し て

いる」 が最も多く 、「 介護職を目指す人に専門教育が必要」「 地域

に福祉と いう こ と を意識させるこ と において意義があると思う 」

と いった意見があり まし た。

また、介護職員初任者研修については、８ 割以上が、「 評価し て

いる」「 まあまあ評価し ている」 と 回答、「 研修修了者が、 就職に

結びついている」「 身近で受講しやすく 、 受講料も安価」「 職員が

受講」「 中途採用者の資格取得ができる」「 職員のスキルアッ プに

活用」 と いった意見があり まし た。
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問５評価理由

・介護を目指す人に専門教育が必要
・地域に福祉ということを意識させることにおいて意義があると思う
・インフラ整備として
・田原市民はヘルパー取得時、優遇されている
・地域で活躍する人材を育成している

何が必要と思うかご記入ください

・専門学校と事業所との連携
・介護に関する幼少期からの教育
・介護職のマイナスイメージの払拭
・処遇改善（賃金・勤務時間等）
・資格者（初任者研修・実務者研修）の養成と市内事業所雇用の
　流れ構築
・魅力ある職場づくり
・就学支援金 （抜粋）

・問３「専門学校を評価しない理由」は、問１で「評価しない」を選択した事業者がいなかったため掲載しない。
・問６「評価しない理由」は、問４で「評価しない」を選択した事業者がいなかったため掲載しない。

問10　人材を確保するために、

「田原市議会文教厚生委員会によるアンケート・聞き取り調査について（結果）」

評価している

47%

まあまあ評価

している
32%

どちらでもな

い
21%

問１田原福祉専門学校を

卒業生を採

用している
53%

教育が良い

5%

人材が良い

10%

その他

32%

問２評価理由（複数回答）

評価している
68%

まあまあ

評価している
21%

どちらでもな

い
11%

問４田原福祉専門学校が行う介護初任者研修

を

不足し

ている
55%

足りている
45%

問７現在、事業所経営に必要な人材は

介護福祉士
33%

介護員

13%
看護師
25%

その他

29%
生活支援員・業

務員・男性ヘ

パー・生活相談

員・栄養士・調

理員・リハビリ

問８不足している人材の種類（複数回

答）

ある

65%

ない

35%

問９人材確保のために、

独自の人材確保策がありますか
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（４）進学元からの評価

文教厚生委員会では、平成 29 年 1 月に「 田原市議会文教厚生委

員会によるアンケート ・ 聞き取り 調査について（ 依頼）」（ 28 田議

第 430 号） と し て、 市内３ 高等学校に対しアンケート 及び聞き取

り 調査を行いまし た。

田原福祉専門学校について、３ 校と も「 評価し ている」「 まあま

あ評価し ている」 と 回答、意見交換では、「 子供たちの地元志向が

高まり つつあり 、受け皿と し て評価できる」「 高校入学後の進路変

更により 福祉に進む生徒はほぼおらず、 小中学校でのキャリ ア教

育が必要だと思う 」と いった意見、「 保護者に介護に対するマイナ

スイメ ージがある」「 退学者が若干いる」と いった意見があり まし

た。

「田原市議会文教厚生委員会によるアンケート・聞き取り調査について（結果）」

・問３「専門学校を評価しない理由」は問１で「評価しない」を選択した学校がいなかっ

たため掲載していません。
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３ 看護学科創設についての調査

市が検討し ている看護学科創設については、 平成 28 年 11 月 17

日の文教厚生委員会において、 以下の課題が報告されています。

１ 「 市内出身者の学生の確保」

２ 「 設置初期費用」

３ 「 年間必要経費」

４ 「 教育環境について」

５ 「 卒業後の就職先について」

（１）看護専門学校の現状

文教厚生委員会では、 穂の香看護専門学校（ 新城市 学校法人

穂の香学園） 及び東三河看護専門学校（ 豊橋市 社会医療法人明

陽会） を訪問し 、 学校運営についての視察を行いまし た。

「（ 市内出身者の） 学生の確保」 については、 両校と も苦労して

おり 、 一定の学力を維持するため、 受験者数はあっても合格者数

が定員を下回る事例、 指定校・ 一般推薦により 、 学生を確保し よ

う と する事例がみられまし た。

「 年間必要経費」 については、 授業料・ 県補助金だけで歳出は

賄えないため、 両校と も 、 母体と なる医療法人・ 学校法人からの

持ち出しがあるこ と がわかり まし た。

「 教育環境について」、 両校と も実習先には苦労し ているこ と 、

特に、 母性看護学の実習では、 両校と も渥美病院を主要な実習先

と し ているこ と 、 どの病院も実習希望が多く 、 学校は調整に苦労

し ていること がわかり まし た。 また、 両校と も 、 国家試験対策と

し て、 学生一人ひと り に対する成績分析やケア等を実施し ていま

し た。

「 卒業後の就職先について」、医療法人の場合、学生はほぼ全員

が母体と なる医療法人の奨学金を受給し卒業後はそのまま就職す

るが、 大半は奨学金免除期間が過ぎると離職傾向にあるこ と がわ

かり まし た。 また、 学校法人の場合は、 入学時に医療機関の奨学

金を受給していること が多く 、 卒業後は奨学金を受給した医療機

関へ就職しているこ と がわかり まし た。
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田原福祉専門学校 穂の香看護専門学校 東三河看護専門学校

１ 「（ 市内出身者

の） 学生の確保」

【 看護学科】 定員（ 30）

市内の３ 高等学校の看護分野

への進学状況は、 年平均 19 人

弱と なっており 、看護への道を

諦めた生徒もいるため、市内で

20 数名の生徒が看護師を目指

し ているこ と が伺える。

【 看護学科】 定員（ 60）

H26（ 30）、 H27（ 40）、 H28（ 50）

【 助産学科】 定員（ 15）

H28（ 10）

【 その他】 学力水準があるた

め、受験者数はあっても合格は

全員ではない。 新規校は、 と に

かく 歩いて生徒募集。入試も一

般入試だけでなく 、 AO入試等

も 。 社会人入学が多い。

【 看護学科】 定員（ 40）

H26( 37) 、 H27( 44) 、 H28( 43)

【 その他】 受験者数は多いが、

合格者は 4 割、併願も多く 入学

者は合格者の 2 割強。ｵー ﾌﾟ ﾝｷｬﾝ

ﾊ゚ ｽ、 推薦入試等を増やし てい

る。 併願先は、 豊橋市立等。

２「 設置初期費用」

改装費用等３ 億円 土地は市、建物は愛知新城大谷

大学。

H25 は改装費用 37, 800 千円

含む 75, 520 千円を計上

設立から 20 年を超え、 建物等

の支払いはない。

３「 年間必要経費」

0～4 年目の一般会計繰入額

0( 11, 000 千円) 、 1( 35, 340 千

円) 、3( 48, 935 千円）、4( 58, 960

千円)

新城市への賃借料 12, 000 千円

含み２ 億円弱（ ３ 年平均）。 不

足分は母体からの持ち出し 。

授業料と 県補助金以外の収入

はなく 、50, 000 千円を越える額

が母体からの持ち出し 。

４ 「 教育環境につ

いて」

実習先の確保 指導者の不足（ 専門学校にはト

ータ ルで指導できるレベルの

高い人材が必要） 実習先の確保

母体と の連携が強み。（ 実習受

入の費用・ 講師代が不要）

実習先の確保

５ 「 卒業後の就職

先について」

渥美病院で毎年約 40 人の看護

職採用があるが、他では診療所

と 高齢者施設が主になる。

入学時から 、医療機関の奨学金

を受けており 、卒業後はそこに

就職する。 H26（ 30） のう ち、

新城市で修了するのは数名。

ほぼ全員が、母体の奨学金をう

けている。 ただし 、 奨学金の期

間が過ぎれば辞めるものがほ

と んど。

経営について

・ 定員（ 60） を満たし ていない

ので、採算ベースにのっていな

い。 母体からの持ち出し 。

・ 経費はかかっても 、30 名程度

が母体の医療法人に就労

H28． 11. 09 勉強会資料 H29． 01． 11 視察時資料 H29． 01. 11 視察時資料
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（２）医療関係者からの見解

文教厚生委員会では、 1 月に「 田原市議会文教厚生委員会によ

るアンケート ・ 聞き取り 調査について（ 依頼）」（ 28 田議題 430 号）

と し て、 医療機関に対しアンケート 及び聞き取り 調査を行いまし

た。

調査を行った医療機関では、 卒業者を採用し たり 、 職員が介護

職員初任者研修を受講したり するこ と から 、 専門学校を「 評価し

ている」 と 回答、 介護人材については不足し ており 、 運営母体が

同じグループ全体で海外提携養成校からの受入れを行う 等、 外国

人労働者受入れを行っていると回答があり まし た。

看護師養成については、グループに養成校は３ 校あるが、現在、

田原市内の高等学校の指定校推薦は１ 校であること 、 養成校運営

については、 18 歳人口の減少により 統合も検討しているこ と 、 公

益社団法人日本看護協会が看護師養成の教育年限４ 年を訴えてい

ること 、 また、 グループ養成校以外の看護師養成校等からの実習

受入れについては、 東三河地域だけでなく 、 名古屋市等からの受

入れも行っており 、 受入れが過密で、 新規の受入れは難しいので

はないか、 と の意見があり まし た。 潜在看護師の復職支援につい

ては、 復職が決定し た看護師については、 １ 日～最大７ 日間のセ

ミ ナーを行っているとのこと でし た。
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４ 自治体による学校運営についての調査

（１）ファシリティマネジメントの観点

田原市公共施設適正化計画（ 平成 26 年 12 月） 及び実施計画（ 平

成 28 年８ 月） では、 20 年間で 30％のコスト 縮減を目標に、 施設

保有総量の圧縮、 機能に基づく 適正配置（ 譲渡・ 貸与を含む）、 民

間事業者等の知恵の導入等を進めると し ています。

田原福祉専門学校において、 統合・ 廃止・ 複合化など縮減の取

り 組みを行わない（ 現状の体制のまま） 場合の、修繕工事コスト ・

学校運営等に係るコスト の合算は 50 年間で約 55 億円（ ※） と 見

込まれています。

（ ※） 計画では、 施設個別のコスト は掲載し ておらず、 学校教育施設に

分類さ れる複数の施設の合計コスト を算出し ている。

（２）行財政運営の観点

平成 27 年度の決算では、 歳出総額 478 億 4603 万円のう ち専門

学校特別会計の決算額は１ 億 1935 万円と なっており 、歳出総額の

0. 25％を占めています（ 表１ ）。

また、 近年では、 専門学校への一般会計からの繰入金、 一般会

計による専門学校整備事業も発生し ています（ 表２ ）（ 表３ ）。

改定版第１ 次田原市総合計画第 11 期実施計画（ 平成 29 年 2 月）

では、平成 29～31 年度における一般会計予算規模については、平

成 29 年度当初予算と比較し て、 約 20～30 億円マイナスの約 260

～270 億円程度で推移する見込みと さ れており 、 行財政運営の方

向と し て、「 まちの元気」 を創出するための基盤づく り に、し っか

り と取り 組んでいく ためには、 行政改革や公共施設適正化、 事業

のスクラッ プ＆ビルド 等により 、 健全な行財政運営を目指す一方

で、重点施策や新規施策への集中投資など、「 攻めの姿勢」 も必要

と し ています。
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（ 表１ ）

平成 27 年度 平成 26 年度

歳出総額 507 億 4127 万円 479 億 7033 万円

田原福祉専門学校

特別会計
1 億 1935 万円 1 億 0673 万円

単位： 万円未満切り 捨て

（ 表２ ） 一般会計からの繰入金（ 過去５ 年）

H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度

一般会計

繰入金
54, 043 66, 289 59, 824 78, 794 80, 531

単位： 千円 田原福祉専門学校概要

（ H28 年度は予算額 他は決算額）

（ 表３ ） 一般会計による専門学校整備事業（ 過去５ 年）

H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度

専門学校

整備事業

0 3, 656 147, 514 29, 776

( 予算)

( 県全額)

単位： 千円 田原市決算書
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５ 市内介護・看護人材確保の方策提案

（１）田原福祉専門学校による提案

平成 28 年 11 月 17 日の文教厚生委員会において、「 看護学科以

外の市内看護人材確保の方策と課題」 と し て、 田原福祉専門学校

から以下の３ つの方策が報告されていますので、 それぞれについ

て検証し ます。

①保健師課程(1年全日制)

保健師課程（ １ 年全日制） のある学校は、 大学や短期大学、

専門学校等合わせて、全国に 12 校あり ます。愛知県内では、名

古屋市に１ 校です。

名古屋市を含む３ 校の入学者の状況を調べたと ころ、 名古屋

市の学校（ 学校法人／専門学校） では、 受験者数は定員を超え

ていて、 入学者は定員と なっていますが、 長野県（ 学校法人／

短期大学） と 富山県（ 県立／専修学校） にある学校では、 国家

試験に合格する学力レベルの学生のみ合格と し ているため、 受

験者数は定員を超えているものの、 合格者数（ 入学者数） は、

定員を下回っているとのこと でし た。

一方、 保健師の近年の求人状況は、 ハローワーク豊橋と東三

河５ 市役所によるものを合わせて毎年 10 人程度と なっていま

すが、 求人検索ウェ ブサイト で豊橋市近郊を勤務場所と し て調

べると 、 約 200 件（ アルバイト 含む） の求人情報があり ます。

名古屋駅の近く と いう 交通の便が良いと ころにある学校では

入学する学生が定員となっています。 田原福祉専門学校に保健

師課程を設けた場合、 看護師資格があり 、 なおかつ、 国家試験

に合格する学力レベルの学生を定員数集めるのは難し いこと が

想定され、 定員を下回ってし まう こ と が懸念されます。

②准看護師養成コース（昼間定時制2 年）

文教厚生委員会では、 豊橋准看護学校（ 豊橋市 一般社団法

人豊橋市医師会） を訪問し 、 学校運営についての視察を行いま

し た。 学校志願者は、 高学歴志向や看護大学の増加等によって

減少傾向にあるこ と 、 准看護師は診療所を中心に需要があり 、

就職希望者の就職率は 100％であるこ とがわかり まし た。

田原市には、准看護師が 94 人就業しており（ 愛知県衛生年報
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平成 26 年 12 月 31 日現在）、 田原市医師会に聞き取り 調査し た

と ころ、 市内の診療所では、 准看護師が活躍しており 、 十分に

仕事をし ているこ と と 、 准看護師・ 看護師は不足していないこ

と がわかり まし た。

准看護師について、 厚生労働省は、 准看護師養成課程の内容

を看護師養成課程の内容に改善し 、 看護師養成制度の統合に努

めると し ています。 また、 公益社団法人日本看護協会は、 今日

の高度化し た医療に対応するため、 准看護師廃止と看護師養成

の４ 年制大学化を訴えています。 一方、 公益社団法人日本医師

会は、 地域の医療・ 介護を支える人材と し て准看護師は必要な

ため、 准看護師養成制度を堅持していく 方針と し ています。

准看護師養成施設は、近年減少傾向にあり 、全国で平成 19 年

には 280 箇所あったものが、 平成 28 年には 234 箇所（ 平成 28

年看護関係統計資料集） と なっています。

これらのこと を踏まえ、 今後、 田原福祉専門学校が准看護師

養成コースを開設するにあたっては、 認可が下り にく いと想定

される現状や、既存の学校と競合し てし まう 可能性があり ます。

③潜在看護師の再就職のセミナーによる人材確保

アンケート を行った医療機関（ 病院） では、 潜在看護師の復

職支援については、 復職が決定した看護師について、 ブランク

の期間に応じ て、 １ 日～最大７ 日間のセミ ナーを行っていると

のこと でし た。 田原市医師会に聞き取り 調査したと ころ、 個々

の診療所で研修を行う のは難し いのでやっていないとのこと で

し た。

（２）学校運営についての提案

①附帯教育事業の強化

事業所アンケート では、 田原福祉専門学校で行っている「 介

護職員初任者研修」 は、 研修修了者が就職に結びついている、

身近で受講しやすい等、 高く 評価さ れています。

「 介護職員実務者研修」 は介護の実務経験３ 年以上に加え、

研修を修了すると 、 介護福祉士の国家試験受験資格が得られる

もので、 専門学校では、 平成 28 年から行っています。

介護人材をより 多く 育成するため、 また、 学校施設や職員を

有効活用し 、 費用対効果を高めるため、 定員を下回っている研
12



修受講者を増やす努力が今後も求められます。

文教厚生委員会が視察で訪れた介護施設で受け入れている外

国人労働者の日本語学習は、日本語教師によるものだけでなく 、

施設の職員もサポート し て行われていまし た。

田原福祉専門学校で学ぶ留学生への学習支援のため、 また、

介護施設で働く 外国人のため、 さ らに、 田原市に多く いる農業

等の技能実習生のコ ミ ュニケーショ ン能力向上のため、 日本語

教室を設けること も 、 今ある学校施設の有効活用と留学生の学

力向上につながると考えられます。

②外国人の受入れ

アンケート ・ 聞き取り 調査を行った事業所（ ・ 運営主体） の

う ち、 独自の人材確保策と し て「 外国人労働者受入れ」 を行っ

ている事業所は５ 箇所あり 、 すでに、 フ ィ リ ピン・ ベト ナム等

からの受入れが開始されています。

文教厚生委員会では、 外国人労働者を受け入れている事業所

の社会福祉法人福寿園を訪問し 、 Ｅ Ｐ Ａ 候補生等からヒ アリ ン

グを行いまし た。 Ｅ Ｐ Ａ 候補生は、 日本語や介護福祉士国家試

験のための勉強をし ながら 、 施設で働いています。 日本語をあ

る程度学んでから来日し ていること もあり 、 施設入所者や職員

とのコ ミ ュニケーショ ンに問題はなく 、 好意的に受け入れられ

ていました。

専門学校における留学生の受入れについて、 文部科学省から

の通知で、 留学生の在籍管理等を適正に行っている専修学校に

あたっては、 充実し た教育指導及び適切な留学生管理を確保で

きる範囲内で、 留学生を総入学定員の２ 分の１ を超えて受け入

れること を可能と すると さ れています。田原福祉専門学校では、

外国人労働者を受け入れている事業所等と連携をと り ながら 、

留学生を積極的に受け入れ、 学生数が定員に達するよう にする

こ とが求められます。

③卒業生の進路追跡調査

田原福祉専門学校では、卒業時の就職先を把握し ていますが、

その後の進路は把握し ていません。 就職後のフォローアッ プを

し たり 、 同窓生名簿を活用したり し て、 卒業生の進路を調査す

ること は、 市内事業所の就労傾向の把握に役立つのではないか

と考えられます。
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④関連機関との連携

高等学校では、 田原福祉専門学校長による授業が実施される

等連携があり ますが、 市内事業所アンケート では、 専門学校と

介護施設等の連携が必要という 意見があり まし た。

専門学校と施設とで定期的に情報交換の場を設けたり 、 在学

中に職場体験を行ったり する等、 市内の事業所との連携を進め

る必要があり ます。

⑤学校を委譲・委託

専門学校の学生が定員となるよう 、 全国募集を引き続き行う

と と もに、 外国人を受け入れている市内の事業所と連携をと っ

て、 留学生を積極的に受け入れる等の努力が求められます。 ま

た、 介護職員初任者研修等への受講者増加を目指すこと も 、 学

校運営の改善につながり ます。

し かし 、 公立の学校であるこ と を踏まえ、 将来的には、 学校

運営を委譲・ 委託すること を視野に入れた検討が必要になって

きます。

⑥その他

文教厚生委員会では、 近隣にある類似介護福祉士養成校であ

る中部福祉保育医療専門学校（ 豊川市 学校法人穂の国学園）

を訪問し 、 学校運営についての視察を行いまし た。

同学校では、学生の減少や平成 34 年度以降は介護福祉士の国

家試験に合格すること が介護福祉士の資格取得の要件になるこ

と 等、 田原福祉専門学校と同じ よう な問題を抱えていまし た。

その対策の１ つと し て、 今ある施設を有効活用し 、 医療秘書学

科を設置し まし た。 看護学科の検討もされまし たが、 施設整備

や教員と実習施設の確保が難しいこ と や定員４ ０ 人では採算が

合わない計算になるこ と等から 、 断念し たとのこと でし た。

そのよう な中で、 介護福祉士養成と し ては、 技能実習生やＥ

Ｐ Ａ 候補生等の現地からの送り 出し と 日本での受入れに同学校

が直接関わること で、 留学生を呼び込もう と準備をし ていると

いう お話もあり まし た。

（３）学校運営以外の提案

①東三河の看護学校との連携

東三河には、 看護師と准看護師の養成学校が７ 校あり ます。
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東三河広域連合の枠組みを生かし て、 田原市の学生の推薦枠を

拡大し てもら う 等の人材育成の手法も可能と考えられます。

②修学資金制度の活用

愛知県では、 介護福祉士養成施設で介護福祉士の資格の取得

を目指す学生等に対する修学資金制度があり 、 県内において、

資格を持って介護の業務に従事し 、 ５ 年間当該業務に従事した

場合は、 貸与金の全額が返還免除さ れます。 この制度は、 田原

福祉専門学校の学生も利用しています。 介護福祉士養成施設の

学生等に対する修学資金貸付は、 他にも県レベルで行っている

と ころはあり ますが、 市レベルで行っていると ころはあり ませ

ん。

看護師修学資金制度は、 愛知県でも、 東三河の田原市を除く

４ 市でもあり ますが、 田原市はあり ません。 県は、 免除対象と

なる施設において５ 年以上継続勤務し た場合、 全額の返還債務

が免除されます。 東三河４ 市では、 卒業後、 当該市民病院また

は市内の医療機関で、貸与を受けた期間勤務すること によって、

貸付金の全額が返還免除されます。

田原市でも同様の制度を検討する必要があり ます。

③定着率向上の取り組み

看護師のための修学資金制度は県レベルだけでなく 、 市レベ

ルでもあり ますが、 介護福祉士のための修学資金制度は県レベ

ルしかあり ません。 田原福祉専門学校が公立学校と し て授業料

が安いこと に加え、 田原市と し て修学資金制度（ 田原市内で介

護福祉士と し て勤務すること を条件に修学資金を貸与し 、 田原

市内で一定期間勤務すること によって返済を免除する） を設け

れば、 授業料の学生負担がさ らに低く なるだけでなく 、 卒業後

の田原市での就職定着率向上にもつながり ます。

また、看護師のための修学資金制度を田原市と し て設ければ、

修学資金貸与という 形で看護職の人材育成を支援でき、 田原市

内での就職率向上にもつながり ます。

介護福祉士と看護師のための田原市の修学資金制度を検討す

る必要があり ます。

一方、 看護職は、 修学資金の返済免除のための勤務期間が過

ぎると離職し てし まう 傾向があり ます。 看護職の市外への流出

を防止するだけでなく 、 新規就労者の獲得のためにも 、 このよ
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う な資格者を対象に、 一時金や市内事業所に一定期間勤務した

場合の祝い金等を支給する新たなメ ニューを創出すること も離

職を少なく する方策の１ つと考えられます。

④諮問機関を活用した方策検討

市内の介護・ 看護人材確保及び田原福祉専門学校の存続につ

いては、 市内部での検討だけでなく 、 学生の確保と し て教育機

関、 就労の受け皿と なる地域の事業者、 学識経験者等による諮

問機関を設置し 、 検討し ていく 必要があり ます。

⑤義務教育期間における取り組み

事業所アンケート によると 、 介護の現場では、 相手を思いや

る心や困っている人がいたら助け合う 心といった「 福祉の心」

が重視されています。 幼い頃から高齢の方と接する機会を持つ

等、保育園や小中学校において、「 福祉の心」 の育成に市と し て

取り 組む必要があり ます。

文教厚生委員会が視察した専門学校等では、 学校での勉強は

理解できて、 実習もできるのに、 基礎学力不足のため、 実習記

録が書けず、 やむを得ず退学になってし まう 学生が少なからず

いると いう 話があり まし た。 また、 看護師だけでなく 、 介護福

祉士についても養成校卒業者に国家試験が義務付けられるこ と

になっています。

文教厚生委員会には、 全国学力テスト の結果も毎年報告され

ていますが、 田原市全体の学力向上が必要な状態です。 義務教

育中に基礎学力を身につけるこ とが、 専門学校等を退学する学

生を減らし 、 国家試験の合格者を増やすこと と なり 、 介護や看

護の仕事につける人材が多く 育成されること につながり ます。
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６ まとめ

文教厚生委員会は、 平成 28 年度から平成 29 年度にかけて「 専

門学校についての調査及び評価」 の活動を行ってきまし た。

介護福祉士養成については、 学生の確保が難し く なっているこ

と 、毎年の卒業者のう ち市内への就労者数が 10 人前後であること 、

田原福祉専門学校の歳出規模は１ 億円を越えており 、 一般会計か

らの繰入金は近年増加傾向にあるこ と に加え、 今後養成施設卒業

者についても国家試験に合格すること が介護福祉士取得の要件と

さ れるこ と等が課題と なっています。

看護師養成については、文教厚生委員会（ 平成 28 年 11 月 17 日）

で専門学校から報告のあったと おり 、 学生の確保、 実習先の確保

等の課題を解決する必要があること に加え、 看護専門学校の視察

から、国家試験合格率の維持等の課題、医療法人・ 学校法人と も、

母体が運営費の赤字補填をし ている現状があり 、 田原市単独で看

護専門学校を設立すること は、 困難であると考えられます。

田原福祉専門学校による提案にある保健師課程（ １ 年全日制）

や准看護師養成コース（ 昼間定時制２ 年） についても 、「 ５ 市内

介護・ 看護人材確保の方策提案 （ １ ） 専門学校による提案」 に

記述し たとおり 、 厳し い状況と言えます。

し かし ながら 、 田原市の状況、 そし て国の方針からみても、 地

域の看護・ 介護人材確保の必要性は明らかで、 早急に対応策を構

築する必要があり ます。 現に、 介護の現場においては、 各事業所

は外国人労働者の受入れや無資格者の育成を独自で行い、 人材の

確保に努力し ています。

田原福祉専門学校のあり 方を検討する上では、 外国人労働者を

受け入れている事業所と連携し 、 留学生等を積極的に受け入れる

ことが、 地域で活躍する介護福祉士の養成学校と し て安定し た学

校運営につながる方策の１ つと考えられます。 また、 すでに実施

し ている「 介護職員初任者研修」 等の受講者をさ らに増加させる

こ と に加え、 新たに「 日本語教室」 を設けるこ と で、 学校施設等

の有効活用だけでなく 、 留学生と外国人労働者のコ ミ ュニケーシ

ョ ン力の向上も図られます。

平成３ ０ 年度から介護保険事業が東三河広域連合の共同事業と

なるこ と 、東三河や東三河南部医療圏での取組みがあること から 、
17



田原福祉専門学校を東三河にある介護福祉士を養成する学校の１

つと し て捉え、 東三河全体で介護・ 看護の人材育成・ 人材確保に

ついて検討し ていく こ とが求められます。

文教厚生委員会と し ての提案を踏まえ、議長から市長に対し て、

田原福祉専門学校を介護福祉士養成学校と し て存続させ、 一般会

計に頼らない安定し た学校運営が図られますよう 要請し 、 文教厚

生委員会の検討結果報告といたし ます。
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